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の民事面に関するハーグ条約（Hague Convention on the Civil Aspects of International 
Child Abduction）」の批准に向けて一層の努力をすべきであろう。
４１ 旅券申請につき未成年者が単独でなしうるとする見解として参照、塩野宏『行政法I〔第
５版〕』（２００９）３７０頁。
４２ 居所指定権自体、「未成年者といっても、満１８歳に達した大学生ともなれば、自己の行動
に対する意思決定の自由は、相当程度尊重されるべきであ」るとして親権者による権利行
使を限定的に捉える刑事裁判例（大阪高判昭和６２年９月１８日・判タ６６０号２５１頁）がある。
４３ 参照、宇賀克也『行政法概説I〔第３版〕』（２００９）７３頁。他に同様の規定として、参照、
外国人登録法１５条２項。
民法成年年齢引下げと公法学の課題（横田）
題があるのである。民法とは別に旅券法自体において適切な内容の明文の定めが必
要とされよう。
　なお、旅券法施行規則に定められる申請書式に法定代理人の署名欄があることに
つき、これを旅券法の委任に基づいて法定代理人の同意を求める明文の定めとみる
ことには問題があろう。旅券法にはそのような未成年者本人の申請を制約する定め
を委任する旨解釈しうる手がかりは見当たらず、旅券法の予定しない権利制限を行
政組織限りで定めることは同法による委任の範囲を超えている。この点について
は、１４歳未満の者との接見を禁じた旧監獄法施行規則１２４条につき旧監獄法の委任
の範囲を超えているとして無効とした最判平成３年７月９日４４が想起されよう。同
判決については親権者の権利制限の事案でもあるのに対し、旅券法の実務において
は親権者への配慮が目的とされるが、未成年者の立場からみれば、いずれにおいて
も権利実現が法律の予定しない他者の判断に服することとされており、「法律によ
る行政の原理」の観点からは等しく問題とされるべきであろう４５。このように子ど
もに関する問題については、法律の定めがないところで、子どもの保護と称して行
政組織限りの独自の判断によって子どもの権利に対する制約が加えられることが少
なくなく、極めて問題のある実務状況といえよう４６。
　以上のように、未成年者の申請等につき、民法とは異なる扱いがなされる場合に
は、その旨明文の定めが置かれることになるが、多くの場合には明文の定めがな
く、その場合に民法の類推適用がなされることに問題があることが、民法の成年年
齢の引下げを考えるにあたって、あらためて明らかになった。未成年者の申請等に
つき明文の定めがない場合、申請等に対する対応の仕方としては情報公開法、不動
産登記法、旅券法とみてきたように様々な可能性があり、必ずしも民法の類推適用
３９
４４ 民集４５巻６号１０４９頁。
４５ ２００５年の行政手続法改正により、命令等が根拠となる法令の趣旨に適合するものとなる
ようにしなければならないとの一般原則が同法３８条１項において明記されるに至った。
４６ 近年、委任立法が委任の範囲を超えているとして無効とされる最高裁判決が散見される
が、本文で取り上げた判決の他にも、父から認知された婚外子を児童扶養手当の支給対象
から除外した旧児童扶養手当法施行令１条の２第３号括弧書部分を無効とした最判平成１４
年１月３１日・民集５６巻１号２４６頁、「曽」の文字を子の名に用いることのできる文字として定
めていなかった限りにおいて戸籍法施行規則６０条を無効とした最決平成１５年１２月２５日・民集
５７巻２５６２頁など、法律に手がかりなく子どもの権利を制限する委任立法を無効とする判決
が目立つ。
が適切とは言えないこともありうるところから、民法の類推適用という解釈手法に
は限界があるといえよう４７。他方で質屋営業法等での実体法上の許可要件としての
明文の定め、また最判平成３年７月９日などに鑑みても、未成年者の申請等につき
法定代理人の同意を必要とするなどの制約を課す場合には、法律に明文の定めを置
くことが、「法律による行政の原理」の趣旨に適うものと考えられる。
　民法の成年年齢の引下げが公法学にとって有する意味について、憲法学、行政法
学２つの観点から簡単な考察を行った。憲法学、行政法学いずれにとっても、民法
の成年年齢の引下げをめぐる論議は、従来あまり光を当てられて来なかった諸課題
の存在を浮き彫りにするものといえよう。同論議を契機として、本稿で指摘した諸
課題につき公法学における議論の活性化が期待されるところである。
（人文社会科学研究科准教授）
４０
筑波法政第４８号（２０１０）
４７ 近時公表された「児童虐待防止のための親権制度研究会報告書」においては、児童福祉
施設入所、里親委託等の措置または一時保護が行われている場合における施設長等の権限
につき、「各行政法規において規定されている児童に関する行為について、施設長等におい
てこれをすることができるかどうかは、当該行政法規の規律によるものと考えられる。こ
の点については、今後、関係する各法令の現在の規律を明らかにした上で、その見直しの
要否等について更に検討を進める必要がある」（脚注３５）とされている。本稿が問題とする
ような未成年者の申請への同意に関する明文の定めがないにもかかわらず実務上法定代理
人等の同意が求められている場合については、この点どのように解すべきであろうか。も
ともと同意を求める根拠が明らかでないとすれば、その見直しの要否等をあらためて検討
することにも困難が伴うように思われる。それとも同意を求めること自体の問題点が一層
明らかになるといえようか。いずれにせよ、この点に鑑みても、民法の類推適用という手
法は限界に達していると思われる。
